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書類の提出方法等について 

１ 提出媒体 

書類は、下表の媒体で提出してください。 

電子データ 紙媒体 

申請書類 提出 一部提出※ 

提案書類 提出 提出 

関係書類 提出 不要 

※履歴事項全部証明書」及び「納税証明書その３の３」は、原本を紙媒体でも提出する必要がありま

す。

また共同事業体を結成して応募する場合に提出する「共同事業体の結成に関する協定書（様式２－

３）についても、原本を紙媒体でも提出する必要があります。

２ 紙媒体で提出する際の留意点 

(1) 提出部数

ア 原本  １部 

イ 原本写し 16部

＜内訳＞ 

①ファイル綴り １部 

②ファイル綴り。応募団体名（施設名含む）を黒塗りしたもの 14部

③ホチキス等で留めず、クリップ留め（インデックス不要） １部 

(2) 表紙の添付

書類は、表紙の「確認欄」に確認した旨の“■”を記入し、各書類にはページ番号及びインデック

スを付けてください。

(3) 用紙サイズについて

原本で用紙サイズが決まっているもの以外は、日本産業規格によるＡ４判に統一し、文字は明瞭な

もの（原則、明朝体とする。）を提出してください。 

(4) その他

事業計画書（様式ア）においては、業務の工夫等について、具体的に記載してください。

また当該様式は１部あたり 50ページ程度を限度に作成してください。

３ 電子データで提出する際の留意点について 

(1) 表紙の添付

書類は、表紙の「確認欄」に確認した旨の“■”を記入し、表紙の「番号」に記載の番号をファイ

ル名の最初に記載してください。

(2) ファイル形式ついて

表紙の表中でエクセルファイルを指定するものを除き、PDF ファイルに変換して提出してくださ

い。 

(3) その他

電子データは、黒塗りは不要です。
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指定管理料提案書、収支予算書及び 

賃金水準スライドの対象となる人件費に関する提案書作成方法について 

１ 指定管理料提案書 

(1) 前提条件

ア 提案額

年度ごと、事業ごとの提案額を記載してください。なお、積算を行うにあたって使用した計算式

や積算根拠等、別に提出できる資料がある場合は、併せて提出してください。 

イ 消費税及び地方消費税

「10％」として計算してください。

ウ 上限額

各年度 58,893,000円の範囲内で交付します。

なお、地域ケアプラザ協力医（630,000 円）及び小破修繕費（600,000 円）は指定額とします。 

＜内訳＞上限額／年額 【横浜市日下地域ケアプラザ】 

①地域ケアプラザ運営事業 25,255,000円 

②地域包括支援センター運営事業 27,299,000円

③生活支援体制整備事業  6,185,000円 

④一般介護予防事業   154,000 円 

＜参考１＞施設使用料相当額について 

民間の通所系サービス事業者（以下「民間事業者」という。）は、自ら施設整備費等を負担して

いることを考慮し、民間事業者との負担の公平性を図るため、地域ケアプラザ運営事業の見込額

から通所系サービス事業利用部分に係る施設使用料相当額として 1,591,000 円（年額）を控除し

た額を地域ケアプラザ運営事業の上限額としています。 

提案額も同様に、地域ケアプラザ運営事業費から施設使用料相当額を控除した額とします。 

なお、各施設が負担している施設使用料相当額は、地域ケアプラザの修繕等に活用されます。 

＜参考２＞施設使用料相当額を考慮した上限額の考え方 

想定上限額（①） 

施設使用料相当額（②） 

上限額（①－②） 
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エ 指定管理者制度における賃金水準スライド 

指定管理料提案書における賃金水準スライド対象人件費（地域ケアプラザ運営事業、生活支援体

制整備事業及び地域包括支援センター運営事業）は、社会一般の雇用労働環境の目安である賃金水

準に応じて、指定管理料を変更する仕組み（以下「賃金水準スライド」という。）に基づき、賃金

水準スライドの対象となる人件費に関する提案書（様式イ－③）中の「基礎単価」に「配置予定人

数」を乗じた金額を記載します。 

オ 管理費及び小破修繕費における按分率 

地域ケアプラザ運営事業及び地域包括支援センター運営事業における按分は、79.0：21.0 とし

ます。なお、過去３年間の実績を記載していますので参考としてください。 

カ 指定管理料の返還 

指定管理料は、原則として返還は求めませんが、年度末に指定管理料精算書を提出していただき

ます。ただし、次に該当する場合には、指定管理料を返還していただきます。 

(ｱ) 常勤職員（地域ケアプラザ所長、地域活動交流コーディネーター、生活支援コーディネーター

及び地域包括支援センター３職種（保健師、社会福祉士及び主任介護支援専門員（準ずる者を含

む。））。以下「常勤職員」という。）に欠員が生じた場合（※詳細は公募要項に記載） 

 (ｲ) 地域包括支援センター常勤職員において常勤換算方法を導入した際の差額が生じた場合 

(ｳ) 複数圏域の高齢者人口を合算して地域包括支援センター職員を配置した結果、当初の配置基

準の合計人数を配置できなかった場合 

(ｴ) 介護予防支援の兼務件数の上限件数を超過した場合 

(ｵ) 指定額（地域ケアプラザ協力医（630,000円）及び小破修繕費（600,000円））の残額等が生じ

た場合 

(ｶ) 月曜日から土曜日の午後６時から午後９時までについて、利用申込がない場合に、区長の承

認を得て閉館（以下「夜間閉館」という。）した場合（夜間閉館日数に 3,000円を乗じた金額を

返還） 

(ｷ) その他区長が必要と認める場合 

キ その他 

(ｱ) 記載欄のスペースが不足する場合は、別紙（様式指定なし）を添付してください。 

(ｲ) 提示する条件及び内容は、現時点で想定されているものであり、指定期間開始までの間に条

件等が変更されることがあります。 

 

(2) 各記載項目について 

ア 人件費 

職員の雇用にあたっては、労働基準法その他の労働関係法規を遵守することとします。また、職

員配置は、現時点での法令、条例等を基準に積算することとし、指定期間開始までに職員の配置基

準や条件等に変更があった場合には、それに準ずることとします。 

常勤職員について、やむを得ず欠員が生じた場合は、欠員期間に応じて指定管理料の返還を求め

ます。 

介護予防支援事業※、第１号介護予防支援事業、居宅介護支援事業及び通所系サービス事業にか
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かる人件費は、介護保険事業等の収入で実施します。 

※介護予防支援事業は、包括的支援事業が適切に実施されていることを条件として、横浜市では、

１人あたり年間 240件（指定居宅介護支援事業者への委託分を含む。）まで、包括的支援事業に

従事する３職種の兼務を認めています。（上限を超える兼務は認めません。超過件数は、介護予

防支援職員を別途雇用するものとします。万一、雇用できない場合、上限超過分は、介護報酬額

の精算・返還を求めます。）なお、上限の件数及び考え方は、指定管理期間中に変更する場合が

あります。 

(ｱ) 全体統括 

【配置職種】地域ケアプラザ所長（常勤専従１人） 

地域ケアプラザ全体を統括する運営責任者とし、専従とします。 

なお、地域ケアプラザ所長の人件費は、1/2（0.5）人工を指定管理者負担（介護報酬等）とし 

ます。地域ケアプラザ指定管理料提案書には、1/2（0.5）人工の人件費（地域ケアプラザ運営

事業 1/8（0.125）人工、地域包括支援センター運営事業 3/8（0.375）人工で按分）を計上して

ください。 

 

＜参考＞地域ケアプラザ所長人件費負担割合 

指定管理料負担 

1/2（0.5）人工 
指定管理者負担 

1/2（0.5）人工 
地域ケアプラザ 

運営事業 

1/8（0.125）人工 

地域包括支援 

センター運営事業 

3/8（0.375）人工 

 

(ｲ) 地域ケアプラザ運営事業 

【配置職種】地域活動交流コーディネーター（常勤専従１人以上） 

地域活動交流事業を実施する職員である常勤１人は専従とし、他の事業との兼務は認めない

こととします。また、地域ケアプラザの開館日数、開館時間等を考慮し、地域活動交流事業が円

滑に実施できるようサブコーディネーター等の必要な非常勤職員を適切に配置してください。 

 (ｳ) 生活支援体制整備事業 

【配置職種】生活支援コーディネーター（常勤専従１人以上） 

生活支援体制整備事業を実施する職員である常勤１人は専従とし、他の事業との兼務は認め

ないこととします。 

 (ｴ) 地域包括支援センター運営事業（包括的支援事業） 

【配置職種】 

ａ 保健師その他これに準ずるもの（常勤専従１人以上） 

ｂ 社会福祉士その他これに準ずるもの（常勤専従１人以上） 

ｃ 主任介護支援専門員その他これに準ずるもの（常勤専従１人以上） 
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包括的支援事業を実施する職員は、横浜市地域包括支援センターにおける包括的支援事業の

実施に係る人員等の基準に関する条例（平成 26 年９月横浜市条例第 50 号）で定められている

条件を満たしている職員を配置することとします。 

なお、法令で定められているように、各職種とも専従とし、他の事業との兼務は認めないこと

とします。 

地域包括支援センター常勤職員は、横浜市地域ケアプラザ事業実施要綱別表第３に基づき、公

募要項に記載されている配置人数で提案することとします。 

 (ｵ) その他 

【配置職種】事務職員等 

必要に応じて事務職員等を適切に配置してください。 

なお、施設の運営に対する本部事務経費（労務、経理、契約等）の業務量を勘案し、提案額に

含めて計上することができます。 

イ 事業費 

各事業を実施するにあたり必要となる事業費を計上してください。なお、記載の際は、次の点に

注意してください。 

(ｱ) 地域ケアプラザ運営事業及び地域包括支援センター運営事業 

利用者からの自己負担を求めることができるものとします。ただし、自己負担として求められ

るものは、材料費、講師謝金及びボランティア保険等、１人あたりに生じた費用の考え方が明確

になるもののみとし、光熱水費等その事業にかかった１人あたりの費用を明確に把握すること

が困難な経費は、含めないこととします。 

※地域ケアプラザ協力医の派遣に関する事業にかかる費用は、別途指定額としますので、ここ

では見込まないでください。 

(ｲ) 生活支援体制整備事業 

利用者からの自己負担を求めることができるものとします。ただし、自己負担として求められ

るものは、材料費、講師謝金及びボランティア保険等、１人あたりに生じた費用の考え方が明確

になるもののみとし、光熱水費等その事業にかかった１人あたりの費用を明確に把握すること

が困難な経費は、含めないこととします。 

(ｳ) 一般介護予防事業 

介護予防講座、教室等に係る講師謝金、損害保険料、会場使用料及び教材費に使用します。た

だし、栄養講座で調理実習等を実施する場合の食材料費は、利用者からの自己負担を求めます。 

   (ｴ) 介護予防支援事業、第１号介護予防支援事業、居宅介護支援事業及び通所系サービス事業に     

係る事業費 

介護保険事業等の収入で実施します。 

ウ 事務費 

事務費は、地域ケアプラザ運営事業、生活支援体制整備事業及び地域包括支援センター運営事業

を実施するために必要な事務費とします。 

なお、事務費として想定される内訳は、次のとおりとします。 
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    備品購入費、旅費交通費（ガソリン代）、研修費、通信運搬費（切手代、電話代等）、リース代、

印刷製本費、各種消耗品（施設の保守に係る消耗品は除く）、施設賠償責任保険加入費等 

 

また、介護予防支援事業、第１号介護予防支援事業、居宅介護支援事業及び通所系サービス事業

に係る事務費は、介護保険事業等の収入で実施します。 

 

エ 管理費（光熱水費） 

管理費（光熱水費）は、電気、ガス、水道等の使用料金とします。施設規模及び利用者の人数等

を考慮して見込んだ１年間の全体の使用料金から、通所系サービス事業に要する経費（年間想定通

所系サービス利用者延べ人数×531円）を除く経費について、記載してください。 

オ 管理費（保守管理、環境維持管理費） 

保守管理及び環境維持管理費は、性能や機能を維持すること等を目的とし、施設の利用者が安全

で快適に施設を利用することができるように業務を実施していただくための経費とします。 

特に昇降機（エレベータ）は、利用者の安全性を確保するため、フルメンテナンスでの契約（建

築基準法第 12条に伴う点検を含む）が望ましいと考えられます。当該フルメンテナンス契約を当

該指定管理者の意思によって変更した場合は、部品交換等の修繕が発生しても、市費で負担しない

場合があります。 

保守管理及び環境維持管理費は、全体の見込み経費から通所系サービス事業に要する経費（44％

相当）を除く経費について、記載してください。 

 (ｱ) 有資格者の配置 

施設管理等に関する専門業務について、委託に拠らず施設職員が担当する場合は、各種法令に

基づき担当業務に必要な有資格者を配置してください。 

(ｲ) 小破修繕 

小破修繕に関する費用は、別途指定額として指定管理料に加算しますので、ここでは見込まな

いでください。 

(ｳ) 建築基準法第 12 条に伴う点検経費 

建築基準法第 12 条に伴う点検については、昇降機に関する点検を除き建築局において対応し

ます。昇降機に関する点検は、指定管理者において実施（昇降機の保守点検業務契約に含めて実

施）するため、提案額に計上してください。 

 (ｴ) 自家用電気工作物 

自家用電気工作物を有する施設は、指定管理者は、電気事業法その他の法令等に基づき、必要

な管理体制を整えてください。 

  カ 団体本部経費 

    当該施設において必要となる経費以外に、団体の本部から支援等を受けるために必要な間接的

な経費（本部における経理・事務経費等）があれば、計上してください。 
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２ 収支予算書 

(1) 横浜市支払想定額の欄には、上記１の指定管理料提案書で算出した各「合計」を記載してくださ

い。 

(2) 記載にあたっては、介護保険事業（介護予防支援事業、第１号介護予防支援事業、居宅介護支援事

業及び通所系サービス事業）も含めた全事業の金額を記載してください。 

(3) 「介護保険事業収入」には、「介護予防支援事業」、「第１号介護予防支援事業」「居宅介護支援事

業」及び「通所系サービス事業」の収入見込みを記載してください。 
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＜参考＞日下地域ケアプラザにおける過去３年間の管理費 

（光熱水費、保守管理・環境維持管理費）実績 

対象年度 種別 科目 実績小計 実績合計 

令和３年度 

（2021 年度） 

指定管理料負担 
光熱水費 4,624,384円 

9,368,316円 
保守管理費 4,743,932円 

通所系サービス事業 

負担 

光熱水費 4,648,374円 
7,975,616円 

保守管理費 3,327,242円 

令和４年度 

（2022 年度） 

指定管理料負担 
光熱水費 7,157,879円 

12,049,151円 
保守管理費 4,891,272円 

通所系サービス事業 

負担 

光熱水費 4,579,875円 
8,022,884円 

保守管理費 3,443,009円 

令和５年度 

（2023 年度） 

指定管理料負担 
光熱水費 5,798,796円 

10,479,275円 
保守管理費 4,680,479円 

通所系サービス事業 

負担 

光熱水費 4,709,970円 
7,987,347円 

保守管理費 3,277,377円 

３か年平均 

指定管理料負担 
光熱水費 5,860,353円 

10,632,247円 
保守管理費 4,771,894円 

通所系サービス事業 

負担 

光熱水費 4,646,073円 
7,995,282円 

保守管理費 3,349,209円 

 

＜参考＞日下地域ケアプラザにおける過去３年間の修繕実績 

対象年度 修繕内容 実績小計 実績合計 

令和３年度 

（2021 年度） 

浴室水栓取替 327,470 円 

1,477,080円 
消防設備不具合是正 286,000 円 

ボランティアルーム絨毯張替え 286,000 円 

その他 577,610 円 

令和４年度 

（2022 年度） 

駐車場シャッター自動門扉修繕 748,000 円 

2,436,445円 
エレベーター 1号機２階部分修繕 517,000 円 

外エレベーター修繕 361,240 円 

その他 810,205 円 

令和５年度 

（2023 年度） 

12条点検改善箇所修繕 1,170,400円 

3,106,400円 

消防設備不具合箇所修繕 1,151,700円 

３階地域ケアルーム窓下及び 

多目的ホールベランダ入り口ドア下修繕 
198,000 円 

その他 586,300 円 
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